　　印 刷 業

　受注動向をみると、平成20年春頃からゆるやかな減少が続いていたが、9月の金融危機以降は印刷需要が大幅に減少した。21年に入って、さらに減少幅が拡大し、特に中小･零細層は受注がふた桁以上の大幅な減少となっている。また、受注単価も競争激化から下落が続いている。一方、印刷用紙価格は高止まり傾向にある。このため、収益は大幅に悪化している。
　今後の見通しは、売上げは競争激化や需要減少などから、発注価格の低価格化の動きが強まり収益の低下が一層進むとみられる。
  業界の特徴
　印刷業は、中小印刷業者の割合が多くを占め、中小業者の中には、ユーザーから直接受注するのではなく、同業者の下請け（仲間仕事）がかなりのウエイトを占めるケースがみられる。用途別の印刷割合をみると、商業印刷（カタログ、ちらしなどの宣伝印刷物、社内外連絡・案内文書などの業務用印刷など）が最も高く、次いで、包装印刷（食品、薬品などのパッケージの印刷）、出版印刷（雑誌、新聞、書籍など）、事務用印刷（事務用帳票、伝票、ビジネスフォームなど）などとなっている（全日本印刷工業組合連合会調べ）。

　受注は大幅に減少
　最近の受注動向をみると、平成20年春頃からゆるやかな減少が続いていたが、20年9月頃までは大手・中規模層は比較的堅調に推移していた。しかし、9月の金融危機以降は印刷需要が大幅に減少し、すべての規模層で減少に転じた。21年に入って、さらに減少幅が拡大し、特に中小･零細層は受注がふた桁以上の大幅な減少となっている。また、受注単価も競争激化から下落が続いている。
　受注動向を用途別にみると、大きな割合を占めるちらしは、景気後退による販売促進費用削減の影響を受けて大幅に減少している。食品スーパー向けは底堅いものの、不動産、携帯電話販売向けが大幅に減少している。また、従来堅調だった娯楽・遊技場も業界で広告出稿抑制の動きが出ており、家電量販店もエコポイント制導入前の買い控えによりちらし配布の効果が見込めないことを警戒し、５月上旬までちらし配布を抑制するなど、全体として大幅な減少となっている。
  ただし、５月中旬以降は家電量販店からの受注はやや持ち直している。
　また、２～３年前までは、印刷需要増加分のかなりの割合を占めたとされるフリーペーパー・マガジン類も20年には減少に転じ、21年に入り減少幅が拡大している。
  一方、単価の高いカタログやパンフレット類は、通信販売各社が、顧客に一律に配布していた総合カタログから顧客の購入履歴等を把握して、掲載商品を絞り込んだカタログの配布に切り替えつつあり、ページ数や部数などが減少している。このように、いずれの分野でも受注は減少している。
　収益は悪化
　フリーペーパー類、ちらし、通販カタログの需要増大を背景に、オフセット輪転機の生産能力は過去15年で約２倍強に増大したといわれる。しかし、ちらしやフリーペーパー類の需要が減少に転じた結果、印刷能力は大幅な供給過剰に陥っている。このため、受注競争は激しくなっており、受注単価が下落している。

　一方、印刷用紙の価格をみると、19年夏に続いて、20年夏も製紙メーカーが値上げを実施し、価格は高止まり傾向にある。

  これに対し、各業者とも外注の抑制や一部人員の削減などでコスト低減に努めているが、すでに低減策は限界に近づいているとされる。材料価格上昇分の受注価格への転嫁を図ろうとしているが、価格転嫁は困難な状況である。
  このため、収益は厳しい状況が続いており、中小･零細業者の多くは収益が大幅に悪化している。一部の企業では持ちこたえきれずに、廃業や経営破綻に至る例がみられた。このような例は従来、小零細企業がほとんどであったが、一部の中堅企業にまで広がってきた。

  今後の見通し

　景気低迷に伴う需要減少、原材料価格の高止まりに加え、顧客側の競争見積の徹底による発注価格の低価格化の動きが強まり、今後収益の低下が一層進むとみられる。
  このような状況のもとで、受注減への対策の巧拙によって、業者間の格差は広がるとみられる。

　　　　　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏）
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